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平成１７年３月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 16 年 11 月 24 日 

会 社 名 滝 沢 ハ ム 株 式 会 社     登録銘柄 

コード番号 ２２９３             本社所在都道府県 東京都 

 (URL http : / /www.takizawaham.co . jp )  
代 表 者 代表取締役社長 瀧 澤 太 郎 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理本部長 

       氏     名 長 安   正  ＴＥＬ (0282) 23－5640 

中間決算取締役会開催日  平成16年11月24日   中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日    平成16年12月10日   単元株制度採用の有無 有(１単元1,000株) 
 
１．16 年９月中間期の業績（平成 16 年４月１日～平成 16 年９月 30 日） 

(1) 経営成績                              （百万円未満切捨て） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

16 年９月中間期 

15 年９月中間期 

百万円   ％

14,430（   12.9）

12,786（  △2.7）

百万円   ％

94（  343.8）

21（   －）

百万円   ％

81（  267.4）

22（   －）

16 年３月期 25,972 184 168 
 
 中間（当期）純利益 

1 株 当 た り 
中間(当期)純利益 

 

16 年９月中間期 

15 年９月中間期 

百万円   ％

52（   －）

△171（   －）

  円  銭 

5   03 

△16   34 

16 年３月期 73 7   01 

(注) 1.期中平均株式数 16年９月中間期 10,500,762株 15年９月中間期 10,500,762株 16年３月期 10,500,762株 

   2.会計処理の方法の変更    無 

   3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 1 株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

 

16 年９月中間期 

15 年９月中間期 

円  銭 

1   00 

 

円  銭 

16 年３月期  1    00 
 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
1 株 当 た り 
株 主 資 本 

 

16 年９月中間期

15 年９月中間期 

百万円 

11,781 

11,211 

百万円

3,681 

3,343 

％ 

31.3 

29.8 

円  銭

350   63 

318   44 

16 年３月期 11,566 3,669 31.7 349   50 

(注)1.期末発行済株式数 16年９月中間期 10,500,762株 15年９月中間期 10,500,762株 16年３月期 10,500,762株 

  2.期末自己株式数  16年９月中間期    9,238株  15年９月中間期      9,238株  16年３月期    9,238株 
 

２．17 年３月期の業績予想（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期 末  

 
通 期 

百万円 

27,700 

百万円

300 

百万円

170 
円 銭 

2 00 

円 銭

3 00
(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 16 円 19 銭 

※ 業績予想につきましては、発表日現在のデータに基づき作成したものであり、予想につきましては、様々な不確定
要素がございますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 
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個別中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 
（単位：千円） 

前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度末 

(平成16年３月31日) 
期 別 

 

科 目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（資 産 の 部）  ％ ％  ％

流 動 資 産 4,655,835 41.5 5,657,552 48.0 5,433,218 47.0

現 金 及 び 預 金 1,008,160 1,171,752 1,145,227  

受 取 手 形 47,111 39,201 37,388  

売 掛 金 2,366,932 2,915,878 2,768,185  

有 価 証 券 3,139 4,844 3,121 

棚 卸 資 産 1,141,766 1,424,650 1,401,647 

繰 延 税 金 資 産 56,654 54,751 63,588 

そ の 他 121,113 120,949 101,822 

貸 倒 引 当 金 △89,044 △74,474 △87,762 

固 定 資 産 6,555,865 58.5 6,115,779 51.9 6,133,391 53.0

有 形 固 定 資 産 4,133,524 36.9 4,174,435 35.4 4,138,777 35.8

建 物 1,598,990 1,621,255 1,568,165 

機 械 及 び 装 置 369,743 402,613 359,460 

土 地 1,957,690 1,959,422 1,959,422 

そ の 他 207,100 191,143 251,727 

無 形 固 定 資 産 11,986 0.1 12,178 0.1 11,920 0.1

投資その他の資産 2,410,354 21.5 1,929,165 16.4 1,982,693 17.1

投 資 有 価 証 券 1,052,793 1,021,983 1,069,022 

繰 延 税 金 資 産 739,407 527,356 530,690 

そ の 他 1,024,474 961,152 964,598 

貸 倒 引 当 金 △406,321 △581,327 △581,618 

繰 延 資 産 ― － 8,000 0.1 ― －

社 債 発 行 費 ― 8,000 ― 

資 産 合 計 11,211,700 100.0 11,781,332 100.0 11,566,609 100.0
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度末 

(平成16年３月31日) 
期 別 

 

科 目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（負 債 の 部）  ％  ％  ％

流 動 負 債 5,736,387 51.2 5,789,031 49.1 5,835,302 50.5

買 掛 金 2,169,857 2,337,239 2,157,162 

短 期 借 入 金 2,842,120 2,650,872 2,854,732 

未 払 金 371,878 359,045 395,074 

未 払 法 人 税 等 12,842 22,585 92,439 

未 払 消 費 税 等 39,197 30,763 32,294 

賞 与 引 当 金 92,000 82,900 105,900 

債務保証損失引当金 49,179 30,849 34,181 

そ の 他 159,312 274,777 163,517 

固 定 負 債 2,131,415 19.0 2,310,407 19.6 2,061,329 17.8

社 債 ― 320,000 ― 

長 期 借 入 金 1,521,766 1,335,895 1,466,331 

退職給付引当金 570,781 597,610 551,168 

役員退職慰労引当金 37,977 56,011 42,939 

そ の 他 891 891 891 

負 債 合 計 7,867,803 70.2 8,099,438 68.7 7,896,631 68.3

（資 本 の 部）      

資   本   金 1,080,500 9.6 1,080,500 9.2 1,080,500 9.3

資 本 剰 余 金 765,800 6.8 765,800 6.5 765,800 6.6

資 本 準 備 金 765,800 765,800 765,800 

利 益 剰 余 金 1,496,353 13.3 1,783,798 15.1 1,741,519 15.0

利 益 準 備 金 152,692 152,692 152,692 

任 意 積 立 金 1,487,450 1,537,000 1,487,450 

中間(当期)未処分利益又は 
中間未処理損失(△) 

△143,789 94,105 101,376 

その他有価証券評価差額金 5,899 0.1 56,450 0.5 86,814 0.8

自 己 株 式 △4,654 △0.0 △4,654 △0.0 △4,654 △0.0

資 本 合 計 3,343,897 29.8 3,681,893 31.3 3,669,978 31.7

負債・資本合計 11,211,700 100.0 11,781,332 100.0 11,566,609 100.0
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(2) 中間損益計算書 

(単位：千円) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(
自 平成15年４月１日

至 平成15年９月30日 ) (
自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日 ) (
自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日)

期 別 

 

 

科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

 ％  ％  ％

Ⅰ 売 上 高 12,786,566 100.0 14,430,125 100.0 25,972,321 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 10,700,731 83.7 12,206,597 84.6 21,648,986 83.4

売 上 総 利 益 2,085,835 16.3 2,223,527 15.4 4,323,335 16.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,064,507 16.1 2,128,879 14.7 4,139,108 15.9

営 業 利 益 21,327 0.2 94,648 0.7 184,227 0.7

Ⅳ 営 業 外 収 益 52,711 0.4 42,932 0.3 93,313 0.4

Ⅴ 営 業 外 費 用 51,789 0.4 55,834 0.4 108,582 0.4

経 常 利 益 22,249 0.2 81,746 0.6 168,958 0.7

Ⅵ 特 別 利 益 96,640 0.7 18,628 0.1 813,830 3.1

Ⅶ 特 別 損 失 228,293 1.8 6,132 0.0 617,149 2.4

税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失(△) 

△109,403 △0.9 94,241 0.7 365,638 1.4

法人税､住民税及び事業税 8,360 0.0 8,708 0.1 91,301 0.3

法 人 税 等 調 整 額 53,803 0.4 32,753 0.2 200,738 0.8

中間 (当期 )純利益 
又は中間純損失（△) 

△171,567 △1.3 52,780 0.4 73,598 0.3

前 期 繰 越 利 益 27,778 41,325 27,778 

中間(当期)未処分利益 
又は中間未処理損失（△） 

△143,789 94,105 101,376 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式 

同  左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

同  左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   子会社株式 

同  左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

同  左 

   時価のないもの 

同  左 

 (2) 棚卸資産 

   総平均法による原価法 

 (2) 棚卸資産 

同  左 

 (2) 棚卸資産 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっております。 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同  左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同  左 

 (2) 無形固定資産 

同  左 

３ 重要な繰延資産の処理方法 

―――――― 

３ 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

   商法の規定する最長期間(3

年)で毎期均等償却しておりま

す。 

３ 重要な繰延資産の処理方法 

―――――― 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権について

は貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討

して、回収不能見込額を計上し

ております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同  左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同  左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支払に備え、支

給見込額のうち当中間会計期間

負担分を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同  左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支払に備え、支

給見込額のうち当期負担分を計

上しております。 

 (3) 債務保証損失引当金 

   子会社の保証債務の履行に伴

う損失に備えるため、各社の財

産状況および損益状況を勘案

し、損失負担見込額を計上して

おります。 

 (3) 債務保証損失引当金 

同  左 

 (3) 債務保証損失引当金 

同  左 
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前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(467,394千円)については、10

年による按分額を費用処理して

おり、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

(10年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしており

ます。 

 (4) 退職給付引当金 

同  左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当事業年度末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異

(467,394千円)については、10

年による按分額を費用処理して

おります。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年

数(10年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社の内規による中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

   なお、役員退職慰労金のうち

設定時における過去勤務債務相

当額について、10年間にわたっ

て均等額を計上する方法によっ

ておりましたが、前事業年度の

下期において一括費用処理いた

しました。当該変更に伴う影響

額は前事業年度と同額でありま

す。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社の内規による中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

―――――― 

 (5) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、当社の内規による期

末要支給額を計上しておりま

す。 

―――――― 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税について

は、税抜方式を採用しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同  左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同  左 
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（追加情報） 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 

―――――― 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,991千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が

8,991千円減少しております。 

 

―――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

5,157,508千円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額

5,293,174千円

１ 有形固定資産の減価償却累計額

5,193,003千円

２ 担保資産 

 (1) 担保差入資産 

建物 743,493千円

機械及び装置 105,192 

土地 1,500,108 

その他 2,502 

計 2,351,296 
 

２ 担保資産 

 (1) 担保差入資産 

建物 1,171,671千円

機械及び装置 95,749 

土地 1,500,108 

その他 2,294 

計 2,769,823 
 

２ 担保資産 

 (1) 担保差入資産 

建物 1,196,536千円

機械及び装置 100,408 

土地 1,500,108 

その他 2,389 

計 2,799,442 
 

  上記のうち、工場財団設定分 

建物 388,321千円
機械及び装置 105,192 
土地 124,121 

その他 2,502 

計 620,137 
 

  上記のうち、工場財団設定分 

建物 638,096千円
機械及び装置 95,749 
土地 124,121 

その他 2,294 

計 860,261 
 

  上記のうち、工場財団設定分 

建物 640,308千円
機械及び装置 100,408 
土地 124,121 

その他 2,389 

計 867,227 
 

 (2) 債務の内容 

短期借入金 1,492,580千円

長期借入金 1,496,466 

計 2,989,046 

  (うち工場財団分 1,150,000) 

 (2) 債務の内容 

短期借入金 2,048,372千円

長期借入金 1,335,895 

計 3,384,267 

  (うち工場財団分 1,300,000) 

 (2) 債務の内容 

短期借入金 1,962,232千円

長期借入金 1,466,331 

計 3,428,563 

  (うち工場財団分 1,200,000) 

３ 保証債務 

  関係会社の銀行借入等に対する

保証債務 

㈱テルマンフーズ 70,369千円 
㈱ワールドフード
サービス 

30,645 

㈱泉川運輸 15,657 

㈱菖蒲フーズ 117,244 

㈲滝沢武商店 20,000 
 

３ 保証債務 

  関係会社の銀行借入等に対する

保証債務 

㈱テルマンフーズ 79,015千円
㈱ワールドフード
サービス 

15,000 

㈱泉川運輸 3,774 

㈱菖蒲フーズ 107,980 

㈲滝沢武商店 12,491 
 

３ 保証債務 

  関係会社の銀行借入等に対する

保証債務 

㈱テルマンフーズ 91,567千円
㈱ワールドフード
サービス 

16,635 

㈱泉川運輸 2,685 

㈱菖蒲フーズ 112,612 

㈲滝沢武商店 11,496 
 

４ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、未払消費税等と

して表示しております。 

４ 消費税等の取扱い 

同  左 

４    ――――― 

 

   
 
 

 



- 9 - 

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3,161千円

受取配当金 15,000 

受入手数料 8,361 

保険金収入 14,902 
 

１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,415千円

受取配当金 23,184 

受入手数料 8,471 

  
 

１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 5,674千円

受取配当金 21,888 

受入手数料 16,957 

保険金収入 24,866 
 

２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 27,350千円 

過年度退職給付 
費用 

23,370 
 

２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 32,225千円

過年度退職給付 
費用 

23,370 
 

２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 59,955千円

過年度退職給付 
費用 

46,740 
 

３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 1,974千円

牛肉在庫緊急保管
対策事業精算金 

80,649 
 

３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 15,296千円

債務保証損失引当
金戻入益 

3,332 
 

３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 2,853千円

受贈益 700,000 

牛肉在庫緊急保管
対策事業清算金 

80,649 

債務保証損失引当
金戻入益 

19,996 
 

４ 特別損失の主要項目 

貸倒引当金繰入額 225,216千円 

  
 

４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価
損 

1,999千円

固定資産売却除却
損 

3,607 
 

４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券売却
損 

52,817千円

投資有価証券 
評価損 

49,999 

貸倒引当金繰入額 494,282 

固定資産売却除却
損 

18,660 
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 125,490千円
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 129,087千円

無形固定資産 71 
 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 258,222千円
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

機械及び

装置 

(千円) 

 

その他 

(千円) 

 

計 

(千円) 

取得価 

額相当 

額 

857,346 40,363 897,709

減価償 

却累計 

額相当 

額 

491,017 5,710 496,727

中間期 

末残高 

相当額 

366,329 34,652 400,982

 

 

機械及び

装置 

(千円)

 

その他

(千円)

 

計 

(千円)

取得価

額相当

額 

950,161 145,462 1,095,623

減価償

却累計

額相当

額 

391,311 30,515 421,826

中間期

末残高

相当額

558,850 114,946 673,797

 

 

機械及び

装置 

(千円) 

 

その他 

(千円) 

 

計 

(千円)

取得価 

額相当 

額 

940,316 95,374 1,035,691

減価償 

却累計 

額相当 

額 

441,859 11,848 453,707

期末残 

高相当 

額 

498,457 83,526 581,984

 
② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 127,361千円

１年超 285,419 

計 412,780 
 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 167,964千円

１年超 519,984 

計 687,949 
 

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 149,644千円

１年超 444,198 

計 593,843 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 81,053千円

減価償却費 
相当額 

73,696 

支払利息相当額 6,781 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 101,772千円

減価償却費 
相当額 

90,384 

支払利息相当額 13,780 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 169,162千円

減価償却費 
相当額 

151,969 

支払利息相当額 14,771 
 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

  ・リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

  利息相当額の算定方法 

  ・リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

  利息相当額の算定方法 

同  左 

  利息相当額の算定方法 

同  左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 25,946千円

１年超 81,253 

計 107,200 
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年以内 19,637千円

１年超 57,026 

計 76,664 
 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料 

１年以内 25,214千円

１年超 73,739 

計 98,953 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成15年９月30日)、当中間会計期間末(平成16年９月30日)及び前事業年度末(平

成16年３月31日) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 平成15年11月５日、取引先であ

る㈱鎌商（旧 ㈱ローストビーフ

鎌倉山）が２回目の手形不渡り発

生により手形交換所の取引停止処

分を受け、事実上倒産しました。

これに伴い売上債権等469百万円の

うち９月末現在残高の50％（231百

万円）について、当中間期に貸倒

引当金を設定しましたが、下期に

おいて追加設定が必要となる可能

性があります。 

２ 平成15年11月29日に株式会社足

利銀行が預金保険法第102条第１項

第３号の認定を受けたことに伴

い、同行の親会社である株式会社

あしぎんフィナンシャルグループ

の株式につき、下期において投資

有価証券評価損約106百万円の計上

が見込まれます。 

 

―――――― 

 

―――――― 

 




